
 

第 ３9 回 定 期 決 算 総 会 議 案 

平成 30 年度 事業報告書 正味財産増減計算書 貸借対照表 財産目録 

 

  

 日時：令和元年６月１４日（金）AM ９：２５受付              

場所：赤羽会館大ホール 北区赤羽南１－１３－１ 電話０３－３９０１－８１２１ 

一般社団法人 東京都医薬品配置協会 

東京都台東区下谷１－１３－１０ 苗木ビル３０１ 電話０３－５８３０－７１３１ 
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第３９回 決 算 総 会 式 次 第 

 

司会 高見由紀子 

午前９時５０分～ 

１．開会の辞       室井邦春 

２．会長挨拶       小川孝一 

３．来賓祝辞  

４．議長選任   

５．定数報告及び議事録署名人の指名   

６．議案審議 

    第一号議案 平成３０年度 事業報告承認の件 岩瀬一郎   

    第二号議案 平成３０年度 決算報告承認の件 岡田譲治 

          監査報告 池本淳 

    第三号議案 その他  

７．表彰状授与            

 （１）永年勤続者表彰 

・配置販売業者表彰        

・優良配置販売業者表彰 

 （２）受賞者代表謝辞  

８．閉会の辞       室井邦春 

                                                           

注：正午より 

第三回 資質向上講習会  午前１１時４５分受付  正午～午後５時 

        内容 ： 第５章 一般用医薬品の適正使用・安全対策 

第４章 薬事関係法規・制度・医薬品販売の最新情報 

       講師 ： 東京医薬専門学校 薬業科 講師   庄司良文 先生 

東京都病院薬剤師会 元副会長      

㈲丈夫屋顧問               今泉真知子 先生 
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ご あ い さ つ 

会長  小川孝一 

 

新元号「令和」が施行され、国民の喜びで湧き、国家あげて新しくスタート

しました。 

当東京都医薬品配置協会は、昭和 55 年 4 月（任意団体として昭和 27 年

11 月に発足）に社団法人として設立され、令和元年の今日まで続いている

伝統ある協会です。先人が事あるごとに知恵を出し、汗して努力を重ね、試

練を乗り越えて今日あることを思い、守り続けたいと考えます。 

「先用後利」の特性を生かして、セルフメディケーションを推進して、地域

医療の向上に貢献し、配置販売システムの伝統を守り続けましょう。 

会員全てが資質向上講習会を受講して、薬を扱う專門家（登録販売者)に

なられるようにお願い致します。 

配置に携わる者の義務としてお願いですが、配置業者・従事者全員が当

協会の会員となっていただきたい。みなさんに、強力な力を貸していただき

たい。運営に参加していただきたい。配置業者で未加入の方には強力に加

入を勧めていただきたい。 

会員の皆様の一層の深いご理解とご支援ご協力を賜りますようお願い申

し上げます。 

以上 

  

スローガン 

◎先用後利の精神に則り都民の保健衛生向上に寄与しよう。 

◎配置薬によるセルフメディケーションを推進し、地域医療に参入しよう。 
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第一号議案 

平成 30 年度  事 業 報 告 書 

（平成30年4月1日～平成31年3月31日） 

 

一般社団法人東京都医薬品配置協会 

[概 況] 

 

今年５月１日をもって、御代が替り、新しく令和の時代となりました。社会面で平成の

約３０年を振り返ってみますと、平成元年から平成１０年まででは、消費税３％開始、ベ

ルリンの壁崩壊、東西ドイツ統一、湾岸戦争、ソ連崩壊、バブル経済崩壊、細川連立

内閣成立、阪神淡路大震災発生、地下鉄サリン事件、消費税５％開始。平成 11 年か

ら平成 20 年まででは、アメリカ同時多発テロ、リーマンショック。平成 21 年からでは、

鳩山由紀夫内閣成立、東日本大震災発生、消費税８％開始、熊本地震発生といろい

ろありました。 

私たちが親しんだ「薬事法」（「旧々薬事法」）が制定されたのは昭和１８年。戦時統制

経済から脱却して新しく「薬事法」（「旧薬事法」）が昭和２３年に制定。国民皆保険を

基本とする健康保険制度を加味して昭和３５年に「薬事法」が施行。医薬品販売業の

一形態とされて、明確な定義がされていなかった置き薬の販売形態が、この時に配置

販売業として明確な定義がなされました。平成１８年に「薬事法」が改正され（「改正薬

事法」）、平成２１年より施行されたのが、一般用医薬品の新たな分類と医薬品販売許

可業態の再編で、この時に登録販売者制度が組み込まれました。改正薬事法により

登録販売者制度が施行されて約 10 年経過したことになります。法律改正の目的は多

岐にわたるものの、その根底にあるものは、「セルフメディケーション」であることは明白

であります。 

平成２５年には「薬事法等の一部を改正する法律」により薬事法の名称が「医薬品、医

療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（略称:医薬品医療機器

等法、薬機法）」に変更されました。（施行は平成２６年） 

一般社団法人東京都医薬品配置協会では、平成３０年度の新会長の「身の丈」宣

言にはじまり、場所と人を変えて、運営の効率化を大胆に行いました。「身の丈」には

なりましたが、今後も一層の効率化が必要な状況です。会員各位の一層のご理解とご

支援を賜りますようお願い申し上げます。 
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Ｉ. 会議等          

1. 決算総会 平成 30年 6月8日（金） 赤羽会館大ホール    

（1） 平成29 年度 事業報告、決算報告を承認 

（2） 理事改選 

（3） 優良配置業者 2 名、永年勤続配置販売業者1 名を表彰     

2. 予算総会 平成 31 年 3 月 14 日 （木） 赤羽会館大ホール   

（1） 平成30 年度 事業計画、収支予算案を承認     

 

3. 執行部会   

4月8日  ①決算総会資料作成準備 ②関東ブロック会提出議題 

4. 理事会       

5 月 11 日 ①監査会②決算承認、決算総会、協会会長表彰の件③資質向上講習の件

④その他、行事の件 

6月8日 選出理事による会長選出（決算総会を休憩にして、その間理事会開催） 

6月25日 事務所移転と新事務員採用について検討 

7月5日 事務所移転と新事務員採用についての検討 

7月20日 講師の先生方と31年度講習についての打ち合わせ（研修運営委員会併催） 

8月7日 事務所移転の具体的検討 

9月13日 （9月2日、3日で理事参加による事務所移転に伴う荷造り整理収納）事務所

移転結果総括と事務員の歓送迎 

10月4日 通信教育添削（教育委員のみ） 

12月10日 予算（案）総会資料検討・準備 

1月23日 予算（案）総会資料検討確定 

      

5. 支部活動  各支部 ：4月に支部総会及び講習会実施 

4月5日 東部支部 総会・講習会 

4月20日 多摩・西部支部合同総会・講習会 

      

 

Ⅱ事業内容 

1.教育事業 

（1） 講習会 

薬事講習会 4 月 5 日 東部支部 「交通事故サポート・相続税」について  

      講師：行政書士 岩崎弘太郎   

4 月 20 日 多摩支部・西部支部合同 AED 除細動器使用方法 

 武蔵野消防署  

  

薬事講習会：東京都より委託 （東京都登録、全 配置販売業者対象）   

11 月 4 日 都民ホール ◎『最近の薬務行政について』 

 東京都福祉保健局健康安全部薬務課長 早乙女芳明先生 
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◎『配置販売業に係る法令について』 

東京都福祉保健局健康安全部薬務課主任 遠藤直幸先生 

◎『医薬品による副作用』 

元東京都薬務課、元独立行政法人医薬品医療機器総合機構調査員 

平井 政己先生 

    

（2）一定水準 30 時間資質向上講習会      

4 月 12 日 赤羽会館大ホール  

第 3 章  主な医薬品とその作用  

東京医薬専門学校薬業科 庄司良文 先生 

6 月 8 日  赤羽会館大ホール    

第 5 章 一般用医薬品の適正使用・安全対策 

東京医薬専門学校薬業科 庄司良文 先生 

第 4 章 薬事関係法規・制度、医薬品販売の最新情報 

東京都病院薬剤師会 元副会長 ㈲丈夫屋顧問 今泉真知子 先生 

3 月 14 日 赤羽会館大ホール 

第 6 章 リスク区分等の変更があった医薬品について                           

第 7 章 配置販売業者に求められる理念・倫理・関連法規 

元東京都薬務課、元独立行政法人医薬品医療機器総合機構調査員 

平井 政己先生 

第 1 章 医薬品に共通する特性と基本的知識 

第 2 章 人体の働きと医薬品    

東京都病院薬剤師会 元副会長 ㈲丈夫屋顧問 今泉真知子 先生 

       

２.都民に対する薬事知識の普及啓発事業  

（1）おきぐすり相談窓口   相談件数、今年度 1 件    

  

３．薬務行政協力事業 

（1）麻薬・覚せい剤撲滅運動に対する協力    

  6 月 24 日東京都主催「6・26 国際麻薬乱用撲滅デー」都民の集い新宿歌舞伎町  

11 月 25 日 麻薬撲滅 場所 東京都議会議事堂 都民ホール（新宿）  

    

（2）献血協力 10 月 21 日： 新宿東口献血ルーム （10：00－16：00 広報含む）  

           3 月 24 日： 新宿東口献血ルーム （10：00－16：00 広報含む） 

           

4.配置薬業向上改善事業 

（1）関係団体会議他出席 

平成 30 年 5 月 23 日 関東ブロック会定期総会     ・・・於）埼玉  

   7 月 24 日  全配協関係総会 

   配置部会総会・社員総会"    ・・・於）東京  
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11 月 22 日 関東ブロック会      ・・・於）埼玉 

11 月 30 日 （一社）全国配置薬協会 全国協議会会長会議・・・於）東京

  

平成 31 年 1 月 16 日 （公社）日本薬剤師会新年賀詞交歓会 ・・・於）東京  

1 月 24 日 （公社）東京都薬剤師会新年賀詞交歓会 ・・・於）東京  

1 月 21 日  （公社）東京都医薬品登録販売者協会   

                新年賀詞交歓会   ・・・於）東京  

1 月 28 日 （公社）東京生薬協会新年賀詞交歓会 ・・・於）東京 

 

                                      以上 
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第二号議案 

    平成 30 年度 正味財産増減計算書      

 平成 30 年 4 月 1 日から平成 31 年 3 月 31 日まで 
  

 （第 39 期） 
  

    
 

（単位 ： 円） 

  決算額 備       考 

  当年度 前年度 増減  

Ⅰ一般正味財産増減の部           

 １．経常増減の部          

（１）経常収益          

  ①受取会費 4,241,000 4,709,000 △ 468,000  

 予算     決算 

 甲 118名  甲 106名 

 乙 144名  乙 131名  
 

   受取会費 4,241,000 4,709,000 △ 468,000 

  ②受諾事業収益 517,044 581,000 △ 63,956 

   全配協補助金 50,000 50,000 0 

   資質向上対策費助成金 292,000 324,000 △ 32,000 資質向上対策還付金-平成 30年度分            

   東京都委託金 175,044 207,000 △ 31,956  講習会費・都より委託費  

  ③雑収益 799,182 1,116,510 △ 317,328     

   受取利息 16 280 △ 264  定期預金・普通預金  

   受講料収入 798,000 1,060,000 △ 262,000  一定水準資質向上講習会受講料  

   雑収益 1,166 56,230 △ 55,064  リスク区分チラシ等  

経常収益計 5,557,226 6,406,510 △ 849,284     

（２）経常費用           

  ①事業費          

   ⅰ指導教育に関する事業費 3,637,730 3,841,583 △ 203,853     

   （ⅰ）講習会費(協会) 596,756 664,573 △ 67,817   

      講師料 170,000 175,000   一定水準資質向上講習会 

      賃借料 151,790 153,520   4 回実施。併せて 331名参加 

      旅費交通費 76,490 86,930   外部講師料・交通費・印刷製本 

      通信運搬費 87,904 51,805   会場費・付帯設備費等 

      印刷製本費 68,149 139,891   テキスト印刷製本等 

      費用弁償 27,000 46,000   
 
  

      記録費 0 3,108       

      雑費 15,423 8,319       

   （ⅱ）東京都委託講習会費 113,528 141,932 △ 28,404   

      講師料 30,000 30,000   外部講師講演料 

      賃借料 0 0   1 回実施。52名参加 

      旅費交通費 13,450 9,000   

 

  

      通信運搬費 32,377 33,591   テキスト印刷製本等 

      印刷製本費 2,482 66,073   
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      費用弁償費 33,653 0   
（資料印刷・封入・発送に関

する人件費は別科目） 

      記録費 0 0       

      雑費 1,566 3,268       

   （ⅲ）給料手当 1,631,552 1,853,390 △ 221,838     

      給料 1,631,552 1,853,390   職員全給料の 2/3（含む残業手当） 

   （ⅳ）賃借料 1,264,318 1,161,760 102,558   

      賃借料 1,264,318 1,161,760   全賃借料の 2/3 

   （ⅴ）表彰費 31,576 19,928 11,648   

      記念品費 31,576 7,036   優良配置業者表彰 

      旅費交通費 0 1,300   永年勤続者表彰 

      通信運搬費 0 592   退任理事   

      印刷製本費 0 10,000   

 

  

      費用弁償費 0 1,000   

 

  

      分担金 0 0   表彰祝賀会分担金として 

   ⅱ薬事知識普及啓発のための事業費 77,280 196,939 △ 119,659 

 

  

   （ⅰ）都民への薬草勉強会費 0 107,179 △ 107,179   

      広告宣伝費 0 3,564   薬草勉強会 都民参加 

      旅費交通費 0 25,820   実費交通費   

      通信運搬費 0 672   都立薬用植物園に於いて    

都民に呼びかけて開催       印刷製本費 0 5,400   

      費用弁償費 0 38,000   

 

  

      記録費 0 890   

 

  

      雑費 0 32,833   

 

  

   （ⅱ）都民、消費者への情報開示費 77,280 89,760 △ 12,480   

       ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ通信費 77,280 89,760   ｲﾝﾀｰﾈｯﾄによる情報開示 

   ⅲ薬事衛生事業への協力費 81,114 164,319 △ 83,205 

 

  

   （ⅰ）献血促進活動費 27,824 59,805 △ 31,981   

      旅費交通費 6,380 38,280   お手伝い者実費交通費 

      通信運搬費 4,960 1,023   お手伝い者・協力者お礼 

      費用弁償費 14,000 20,250   

 

  

      記録費 0 252   

 

  

      雑費 2,484 0   

 

  

   （ⅱ）麻薬撲滅活動協力費 53,290 104,514 △ 51,224   

      旅費交通費 14,290 33,320   「6・26国際麻薬乱用撲滅」 

   都民の集いに参加協力       通信運搬費 0 0   

      寄贈費 0 0   「麻薬・覚せい剤乱用防止運

動」都民大会に参加協力       印刷製本費 0 6,480   

      費用弁償費 39,000 64,000   

 

  

      記録費 0 714   
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   ⅳ相談事業費 1,123 0 1,123 

 

  

   （ⅰ）電話相談費 1,123 0 1,123 今年度電話相談 1件 

      通信運搬費 1,123 0       

   ⅴ支部活動事業費 7778 121753 △ 113975   

   （ⅰ）支部活動事業費 7,778 121,753 △ 113,975     

      東部支部 7,778 30,685   3 支部活動費 

      西部支部 0 37,088   実費精算方式 

      多摩支部 0 53,980       

   ⅵ情報収集及び刊行物発行費 64,800  0  64,800  

 

  

   （ⅰ）機関紙発行費 64,800 0 64,800     

      費用弁償費 0 0   

 

  

      通信運搬費 0 0   

 

  

      印刷製本費 64,800 0   29 年度分   

   ⅶ上部団体会議費 77,900 22,480 55,420 関係団体へ出席 

   （ⅰ）全配協会議費 26,060 18,480 7,580     

      会議費 15,000 10,000   会議費、交通費 他 

      旅費交通費 4,060 5,480   

 

  

      費用弁償費 7,000 3,000   

 

  

   （ⅱ）関東ﾌﾞﾛｯｸ会会議費 51,840 4,000 47,840   

      会議費 21,000 0   会議費、交通費 他 

      通信運搬費 0 0   （５月・１１月） 

      旅費交通費 6,840 1,000   

 

  

      費用弁償費 24,000 3,000   

 

  

   ⅷその他の事業 0 109,300 △ 109,300 

 

  

   （ⅰ）関東ブロック東京大会 0 109,300 109,300 東京担当県   

事業費計 3,947,725 4,456,374 △ 508,649     

  ②管理費           

   費用弁償費 469,550 117,000 352,550 

役員・移転・新採用・他団体と

の会議等 

   給料手当 815,775 926,694 △ 110,919 

職員給料（含む残業手当） 

全給料の 1/3 

   厚生費 377,768 535,320 △ 157,552 
職員 中退金掛金・社会保険

料他（法定） 

   全配協負担金 128,000 158,000 △ 30,000   

   関東ﾌﾞﾛｯｸ会負担金 97,000 107,200 △ 10,200   

   新聞図書費 69,720 121,697 △ 51,977   

   旅費交通費 378,200 235,060 143,140 

職員定期代・他団体との会議 

新採用・移転作業 
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   通信運搬費 166,096 149,554 16,542 電話、総会案内送料 

   什器備品費 0 0 0   

   消耗品費 6,334 734 5,600   

   修繕費 0 0 0   

   印刷製本費 40,626 5,010 35,616 総会資料・新執行部名刺 

新封筒（事務所移転に伴い） 

  
   水道光熱費 112,664 136,295 △ 23,631 

   賃借料 632,158 580,880 51,278 
事務所・会議室・新事務所契

約料全賃借料の 1/3 

   手数料 332,872 179,614 153,258 山田税務会計顧問料・移転に

伴う不動産手数料・コピー機

移設 
   損害保険料 0 2,677 △ 2,677 

   租税公課 111,250 70,000 41,250 都民税 移転に伴う登記料等 

   雑費 285,889 123,325 162,564 
事務所移転費用 他団体との

会議等 

管理費計 4,023,902 3,449,060 574,842   
  

経常費用計 7,971,627 7,905,434 66,193     

当期経常増減額 △ 2,414,401 △ 1,498,924 △ 915,477 
 
  

 ２．経常外増減の部      
 
  

  （１） 経常外収益         

          経常外収益計 0 0 0    

  （２） 経常外費用         

          経常外費用計 0 0 0    

当期経常外増減額 0 0 0    

当期一般正味財産増減額 △ 2,414,401 △ 1,498,924 △ 915,477     

一般正味財産期首残高 3,521,038 5,019,962 △ 1,498,924    

一般正味財産期末残高 1,106,637 3,521,038 △ 2,414,401     

Ⅱ指定正味財産増減の部           

当期指定正味財産増減額 0 0 0    

指定正味財産期首残高 0 0 0    

指定正味財産期末残高 0 0 0     

Ⅲ正味財産期末残高 1,106,637 3,521,038 △ 2,414,401     
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貸  借  対  照  表 

平成 31 年 3 月 31 日 

(第 39 期） 

  
   

科    目 当年度 前年度 増減 

Ⅰ資産の部       

  1.流動資産       

    現   金 21,208  58,337  △ 37,129 

    普通預金 574,661  304,297  270,364 

    振替貯金 416,719  846,150  △ 429,431 

    当座預金 589  589  0 

    定期預金 1,000,000  3,000,000  △ 2,000,000 

    仮 払  金 101,888  88,388  13,500 

   流動資産合計 2,115,065  4,297,761  △ 2,182,696 

  2．固定資産       

   （１）基本財産 0  0  0 

   （２）特定資産 0  0  0 

   （３）その他固定資産       

    電話加入権 95,154  95,154  0 

    保証金 0  0  0 

   固定資産合計 95,154  95,154  0 

     資 産 合 計 2,210,219  4,392,915  △ 2,182,696 

Ⅱ負債の部       

  1.流動負債       

    前受会費             666,000  353,000  313,000 

    預り金 437,582  518,877 △ 81,295 

     流動負債合計 1,103,582  871,877  231,705 

     負 債 合 計 1,103,582  871,877  231,705 

Ⅲ正味財産の部       

  1.指定正味財産 0  0  0 

    （うち基本財産への充当額） 0  0  0 

  2.一般正味財産 1,106,637  3,521,038  △ 2,414,401 

    （うち特定財産への充当額） 0  0  0 

    正味財産合計 1,106,637  3,521,038  △ 2,414,401 

負債及び正味財産合計 2,210,219  4,392,915  △ 2,182,696 
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  財務諸表に対する注記  

1 重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法について

　該当なし

(2) 固定資産の減価償却について

　該当なし

(3) 引当金の計上基準について

　該当なし

(4) 消費税等の会計処理方法について

  消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

2 会計方針の変更

　該当なし

3 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

4 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

5 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　該当なし

6 重要な後発事象

　該当なし

0合　　　計 0 0 0

0

小　　　計 0 0 0 0

0 0 0

小　　　計 0 0 0 0

特定資産

0

基本財産

0 0 0

（うち負債に
対応する額）

合　　　計 0 0 0 0

科目 当期末残高

（うち指定正
味財産からの

（うち一般正
味財産からの

0

特定資産

小　　　計 0 0 0

0 0 0

小　　　計 0 0 0

当期末残高

基本財産

科目 前期末残高

0

0 0 0

当期増減額

0

当期減少額
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科    目

Ⅰ資産の部

　　1.流動資産

　　　現金預金    

　　　　現      金 現金手許有高 21,208

         普通預金 三菱UFJ銀行日暮里支店 574,661

　　　　振替貯金 416,719

　　　　当座預金 三菱UFJ銀行日暮里支店 589

　　　　定期預金 三菱UFJ銀行日暮里支店 1,000,000

　　　　仮 払 金  決算総会会場費等 101,888

　　　流動資産合計 2,115,065

　　2．固定資産

　　　（１）基本財産 0

　　　（２）特定資産 0

　　　（３）その他固定資産

　　　　電話加入権 95,154

　　　　保 証 金   帝都医薬品配置協同組合 0

　　　固定資産合計 95,154

　　　　　        資　産　合　計 2,210,219

Ⅱ負債の部

　　1.流動負債

　　　　前受会費 平成31年度分 666,000      

　　　　預り金  源泉税、全配協費預り 437,582

　　　　　        流動負債合計 1,103,582

　　　　　        負　債　合　計 1,103,582

　　　               　正  味  財  産 1,106,637

　　　　　　令和元年　5月 14日

　　　　　　　　　　一般社団法人　東京都医薬品配置協会

　　　　　　　　　　　　　　　　監　事 池　本　　　淳

　　　　　　　　　　　　　　　　監　事 野　村　明　正

理事会により提示のありました事業報告書及び会計帳簿その他証憑、書類
等を監査致しました結果、適正且つ正確であることを確認いたしました。

金    額

財  産  目  録
平成31年3月31日

(第39期）

監　査　報　告　書
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表彰状授与 

 

☆ 薬事功労賞受賞者芳名     

 東京都功労者表彰     

      

☆ 平成 30 年度   優良配置業者表彰者     

 東 部 支 部 椎名
し い な

正幸
ま さ ゆ き

（株式会社 富山堂薬品）   

 多 摩 支 部    

 西 部 支 部    

 

☆ 永年勤続者賞     

 配置販売業者     

 10 年      椎名
し い な

正幸
ま さ ゆ き

（株式会社 富山堂薬品）   

  

配置従事者 

 10 年        渡辺
わたなべ

健人
た け ひ と

（株式会社 富山堂薬品） 
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会費等納入のお願いの件  

  

 本会は昭和 55 年 4 月の社団法人設立以来、今日まで医薬品のもつ倫理性及びそ

の公益性に対する会員の皆様の充分なご理解と軽度の疾患に対するセルフメディケ

ーションの推進並びに、その知識の啓発を通して地域住民の保健衛生確保のため努

力を重ねてまいりました。本年もこの趣旨に沿い、各事業等を実施しており、これらの

費用は会費をもって賄われております。 

 何卒上記ご理解の上、会費等の納入をお願い申し上げます。 

※公益事業を円滑に遂行します上からも納入期限内（6 月末日）までに是非ご協力を

お願い致します。  

  

（１）協会費  令和元年度  

          配置販売業者    22,000 円 

          配置販売従事者（１名につき）  20,000 円 

   

（２）全国配置薬協会賦課金  

    全国体質強化費（対外交渉費等）  

          配置販売業者    500 円 

          配置販売従事者（１名につき）  500 円 

  

    政治連盟費  

          配置販売業者    500 円 

          配置販売従事者（１名につき）  500 円 

  

    資質向上対策費  

          配置販売業者    3,000 円 

          配置販売従事者（１名につき）  3,000 円 

  

 （3）合計額  配置販売業者    26,000 円 

          配置販売従事者（１名につき）  24,000 円 

  

※※※（2）全配協賦課金は他の都道府県にて納入している場合は必要ありません。この場合は

（1）の協会費のみとなります。（２）を他の都道府県にて納入されていない場合は（３）合計額を納入

下さいますようお願いいたします。  


